
第４次行財政改革大綱アクションプラン（平成31年度版）実施項目一覧（案）

基本方針Ⅰ　経営の発想に基づいた将来への備え ※網掛けは新規追加項目

推進項目 番号 実施項目 種別 担当課 主な取組概要

(1)ファシリティマネジメン
トの推進

1 公共施設等総合管理計画の推進 主要
企画政策課・管財課・建築営
繕課・関係各課

H31・32計画改定

2 施設使用料・手数料の適正化 主要 企画政策課・関係各課 H31方針改定、消費税率改定に伴う検証

3 学校施設使用料の適正化 社会教育課 学校施設使用料の定期見直し

4 サービスの利用負担の適正化 主要 企画政策課・関係各課

5
検診等サービスの効果的な運用と利用者
負担の適正化

健康課

6 利用者負担（保育料）の見直し 保育課

7 学童クラブ育成料の見直し 児童青少年課

8 私道整備における受益者負担の適正化 道路建設課

9 占用料等の適正化
道路管理課・みどり公園課・
下水道課

10 国民健康保険料特別会計の健全化 主要 保険年金課 国保財政健全化計画、保険料の見直し等

11 下水道事業会計の健全化 主要 下水道課 H31公営企業事業会計への移行

12 介護給付の適正化 主要 高齢者支援課 介護予防・介護給付の適正化に向けた取組

基本方針Ⅱ　選択と集中による適正な行政資源の配分

推進項目 番号 実施項目 種別 担当課 主な取組概要

13 行政評価の効果的運用 主要 企画政策課 H31・32事務事業評価、H33施策評価

14 予算編成業務改革の推進 財政課 予算計上基準に基づく予算編成の実施

15 定員管理の適正化 企画政策課 第５次定員適正化計画策定

16 人件費の抑制 主要 職員課 給与制度改革（55歳昇給停止）

17 AI･RPA等の活用による業務改善の検討 主要
情報推進課・職員課・企画政
策課・関係各課

業務改善による人件費・定員削減

18 給与支給・福利厚生事務等の効率化 職員課 業務改善による人件費・定員削減

19 投開票事務の効率化 選挙管理委員会事務局 期日前投票所の新設、投票区の見直し

20 住民票等自動交付機の運用の見直し 市民課 ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞの取得勧奨、経費削減

21 出納業務の効率化 会計課 業務効率化の検討

22 庁用車の保有台数の削減 管財課 維持管理経費削減

23 自転車保管所の集約化 道路管理課 維持管理経費削減

24 補助金・負担金の見直し 主要 企画政策課・関係各課 補助事業の適正化・財政支出の抑制

25 はなバス事業の見直し 都市計画課 運賃、運行ルート見直しによる補助金削減

基本方針Ⅲ　効果的なサービス提供の仕組みづくり

推進項目 番号 実施項目 種別 担当課 主な取組概要

26 公園管理業務の効率化 みどり公園課 市民協働の推進による事業費削減

27 道路維持管理業務の効率化 道路管理課 市民協働の推進による事業費削減

28 官民連携手法の導入の検討 主要 企画政策課・関係各課 官民連携ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを踏まえた対応

29 窓口業務等の委託化等の検討 市民課・保険年金課・関係各課 委託化による定員の適正配分

30 高齢者福祉施設の運営体制の見直し 高齢者支援課 民間事業者への事業譲渡

31 保育園の運営体制の見直し 保育課 民設民営化・事業譲渡への移行

32 こどもの発達ｾﾝﾀｰひいらぎの運営体制の見直し 健康課 事業譲渡への移行

33 現業職場の委託化等の推進（給食調理作業） 保育課・学校運営課 委託化の進行管理

34 指定管理者制度の効果的活用
企画政策課・文化振興課・ス
ポーツ振興課・障害福祉課・
みどり公園課

指定管理・使用料見直しの進行管理
モニタリングの実施

35 市作成刊行物の集約化等の検討
企画政策課・秘書広報課・関
係各課

事業費削減に向けた対応

36 戦略的な組織体制の構築と人材育成 主要
企画政策課・職員課・関係各
課

継続的な組織再編の検討
職員育成に向けた取組
人事評価制度の効果的運用

37 任期付職員・会計年度任用職員の活用 職員課・企画政策課 制度導入に向けた検討

基本方針Ⅳ　安定的な自主財源の確保

推進項目 番号 実施項目 種別 担当課 主な取組概要

(1)徴収率の向上 38 徴収体制の連携・強化 主要
納税課・保険年金課・高齢者支
援課・児童青少年課・保育課

徴収率向上に向けた取組

39 未利用市有地等の処分・有効活用 主要
企画政策課・管財課・道路建設
課・道路管理課

売払い収入の確保

40 公共施設駐車場使用料の適正化 企画政策課・管財課・関係各課 課題の整理

41 自転車駐車場の管理運営体制の見直し 道路管理課 民間事業者への貸付の検討

42 市有財産の有効活用 管財課・道路管理課・関係各課 自転車駐輪場・市営駐車場・代替店舗の管理

43 公共施設財産貸付収入の確保 主要
企画政策課・管財課・都市計画
課・道路建設課・道路管理課

財産貸付収入の確保

44 有料広告掲載の検討 企画政策課・関係各課 広告収入の確保

45 寄付金制度等の検討 秘書広報課・関係各課 ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ等の検討

受益者負担と公費負担の割合の適正化

(3)特別会計の健全化持続性
の確保

(2)民間活力の活用促進

(3)補助金・負担金の適正化

(1)地域の多様な活動主体と
の連携と協働

(2)市有財産の有効活用によ
る歳入の確保

(3)新たな歳入項目の創出

(1)戦略的な行政資源の活用

(2)固定的な経費の削減

(2)受益者負担の適正化

(3)戦略的な組織体制の構築
と人材育成の充実

平 成 3 1 年 1 月 1 7 日

行財政改革推進委員会
資料２


